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平成 23年 12月 8日

都区のあり方に関する検討状況について

開催日| 会‐f議 概 要 備il考
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日 1 1 14

特別区長会
総会

=今後の都区のあり方につき、事務配

分、特別区の区域、税財政制度などを
根本的かつ発展的に検討する場である
「都区のあり方検討会」での協議結果
を集約した 「とりまとめ結果」を了承

H18.11.14 都区協議会
(書面による会議)
「都区のあり方検討委員会」の設置を
決定

H19、1.31

第 1 回

都区のあり方

検討委員会 ・

幹事会 (合
同)

・都区のあり方について、平成 20年

度末を目途に、 「事務配分」 「区域の

あり方」 「税財政制度」を検討の上、
基本的方向を都区協議会に報告するこ

とを確認

H19.6.15
第 2回

都区のあり方
検討委員会

(書面による会議)
・都区のあり方検討委員会幹事会構成

員の指名

H19.6.26

第 2回

都区のあり方

検討委員会
幹事会

・今後の幹事会の進め方についての確
認
・地方分権改革関連及び最近の都区を
取り巻く状況についての意見交換

H19.7.24

第 3回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

,「事務配分の検討の流れ等について

(案)」 のとりまとめ
,「検討対象事務を選定するための基

準 (案)」 のとりまとめ
,「移管すべき事務を選定するための

基準 (案)」 の都案、区案について検
言寸

H19.8.29

第 4回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

,東京都から事務リス トの提示 (対象

事務数461)
。第 3回 にとりまとめた 「検討対象事

務を選定するための基準」により事務
のリス トの整理
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H19.9.19

第5回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・事務のリス トについて区側から修正
(府県事務のうち、条例による事務処
理の特例によつても移管できないこと
が明らかな事務 17事 務を除く。対象
事務 444と なる)
・ 「移管すべき事務を選定するための
基準について (案)」 のとりまとめ
'2年 後の 「基本的方向」とりまとめ
のイメージと検討 スケジュールについ
ての検討
・市町村合併をめぐる状況等について
都側説明

H19t10, 10
第 3回

都区のあり方
検討委員会

・幹事会報告の了承
・今後の検討の進め方につき、事務配
分と区域のあり方を平行したい旨都側
から意見
・東京富裕論についてのフリー トーキ
ング

H19.10.29

第6回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・第 3回 者「区のあり方検討委員会の結
果報告
口特別区の区域のあり方の視点につい
て都側説明
・地方税収格差問題をめぐる国への反
論等につき、都側及び区側説明

H19.11.22

第 7回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・特別区の区域のあり方の論点につい
て都側説明
・具体的な事務配分の検討 (上水道、
公共下水道に関する事務)

H19412.17

第 8回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・前回に続き、具体的な事務配分の検
討 (上水道、公共下水道に関する事務
については、都区双方で引き続き調査
検討の上、全体を再度調整する際に整
理を行うこととした。都市計画決定に

関する事務など7項 目については、都
の考えが示されていないため、20年
4月 に検討)
・特別区の区域のあり方に関する参考
論点について区側説明
口第二次特別区制度調査会報告につい
て区側説明
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lt20.1.22

第 9回

都区のあり方

検討委員会
幹事会

・検討委員会への検討状況の報告のと
りまとめ

H20.3.19

第 10回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

(書面による会議)
・都区のあり方検討に関する今後の進
め方について
・都区のあり方検討委員会への報告内
容の変更

H20.4.18
第 4回

都区のあり方

検討委員会

・都区のあり方検討委員会幹事会報告の

了承
'20年 度都区のあり方検討委員会幹
事会の検討
事項について
・都区を取り巻く状況についての意見
交換

H20.4.24

第 1 1 回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

口第 4回都区のあり方検討委員会報告
・具体的な事務配分の検討について
日特別区の区域のあり方について

H20.5,29

第 12回

都区のあり方

検討委員会
幹事会

・具体的な事務配分の検討について
日特別区の区域のあり方について

H20.6.26

第 13回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

具体的な事務配分の検討について

特別区の区域のあり方について

税財政制度について

H20 7.16
第 5回

都区のあり方
検討委員会

(書面による会議)
・部区のあり方検討委員会幹事会構成

員の指名

H20.7.31

第 14回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

具体的な事務配分の検討について

特別区の区域のあり方について

つ
３
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H20,9.3

第 15回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・具体的な事務配分の検討について
・特別区の区域のあり方について

H20.10.2

第 16回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

具体的な事務配分の検討について
特別区の区域のあり方について

H20.11.13

第 17回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

具体的な事務配分の検討について
特別区の区域のあり方について

H20.
う
乙

７
′

第 18回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・具体的な事務配分の検討について
・特別区の区域のあり方について
・都区のあり方検討委員会幹事会 平
成 20年 度の検討状況のとりまとめに
ついて

H21.1.20

第 19回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・具体的な事務配分の検討について
・都区のあり方検討委員会への報告内
容のとりまとめについて

H21.2.2
第 6回

都区のあり方
検討委員会

・都区のあり方検討委員会幹事会から
の報告
3都区のあり方検討委員会幹事会の検
討事項

H21.4.27

第2 0 回
都区のあり方
検討委員会
幹事会

B都区のあり方検討委員会幹事会の構
成員について
口第 6回 都区のあり方検討委員会につ

いて
口事務配分の検討について
・分権改革関連の動きについて

4
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H21.6.29

第 2 1 回

都区のあり方

検討委員会
幹事会

口都区のあり方検討委員会の委員の異
動について
=具体的な事務配分の検討について
=都区制度 ・分権改革関連の動き等に
ついて

H21.7.30

第 22回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・都区のあり方検討委員会の委員の異

動について
・具体的な事務配分の検討について
,都区制度 ・分権改革関連の動き等に
ついて

H21.12.22

第 23回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・今後の事務配分の検討の進め方につ
い1〔
・具体的な事務配分の検討について
,都区制度 ・分権改革関連の動き等に
ついて
日都区のあり方検討委員会への報告内
容のとりまとめについて

H22.2.8
第 7回

都区のあり方
検討委員会

・都区のあり方検討委員会幹事会から
の報告
・都区のあり方検討委員会幹事会の検
討事項

H22.4。1
第 8回

都区のあり方
検討委員会

(書面による会議)
・都区のあり方検討委員会幹事会構成

員の指名

H22.5,31

第 24回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・都区のあり方検討委員会の委員の異
動及び幹事会の構成員の異動について
・第 7回都区のあり方検討委員会につ

い¬C
・具体的な事務配分の検討について
,都 区制度 ・分権改革関連の動き等に
ついて

H22.6.29

第 25回

都区のあり方

検討委員会
幹事会

・具体的な事務配分の検討について
・都区制度 口分権改革関連の動き等に
ついて

質
Ｊ
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H22,7.16
第 9回

都区のあり方
検討委員会

(書面による会議)
日都区のあり方検討委員会幹事会構成
員の指名

H22.8.31

第 26回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・都区のあり方検討委員会の委員の異
動及び幹事会の構成員の異動について
・具体的な事務配分の検討について
'都区制度 ・分権改革関連の動き等に
ついて

H22.10.27

第 27回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・具体的な事務配分の検討について
日都区制度 ・分権改革関連の動き等に
ついて

H23.1.19

第 28回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・事務配分の検討について

H23,4.28
第 10回

都区のあり方
検討委員会

(書面による会議)
・都区のあり方検討委員会幹事会構成
員の指名

H23.5,16
第 1 1 回

都区のあり方
検討委員会

(書面による会議)
・都区のあり方検討委員会幹事会構成
員の指名

H23.9.16
第 12回

都区のあり方
検討委員会

(書面による会議)
日都区のあり方検討委員会幹事会構成
員の指名

H23,11.24

第 29回

都区のあり方
検討委員会
幹事会

・都区のあり方検討委員会への報告内
容のとりまとめについて

【資料 可】
都区のあり方検討委員会幹
事会 平 成 22年 度の検討
状況 (案)

食
じ



資料 1

都区のあり方検討委員会幹事会 平 成 22年 度の検討状況

検討委員会の下命に基づき、以下のとおり検討を行つた。

1 都 区の事務配分について

(1)平 成 21年 度までの検討状況

① 平成 19年 度

○都から特別区への事務移管の検討対象となる事務を選定するための基準

(検討対象事務を選定するための基準)を 定め、これに基づき、都の事

務の中から、検討対象事務を選定した。・また、移管すべきと考えられる

事務を選定するための基準 (移管すべき事務を選定するための基準)を

定めた。

①事務配分に関する 「基本的方向」のとりまとめについて、そのイメージ

を整理した。具体的には、 「区へ移管する方向で検討する事務」 「都に

残す方向で検討する事務」 「移管の是非を引き続き検討する事務」とい

う3つ の方向付けを行うこととし、その結果を踏まえて、さらに具体化

に向けた検討を行つていくという考え方で整理した。

①これらにより、都区の具体的な事務配分の検討に着手した。

①検討対象事務リス トl①及び②の事務については、検討の結果、事前の

準備及び調整がさらに必要であることから、同リス トl③ の事務から検

討を行 うこととした。

② 平成 20年 度

○検討対象事務 444項 目のうち、 286項 目を具体的に検討した。

①このうち、区では事務が発生しない事務や事務処理特例制度により既に

区が実施している事務など、検討の対象とならない事務が 65項 目あっ

たため、検討対象外とした。

①検討の結果、 「区へ移管する方向で検討する事務」 50項 目、 「都に残

す方向で検討する事務」 100項 目、 「移管の是非を引き続き検討する

事務」 71項 目と整理した。なお、 「移管の是非を引き続き検討する事

務」と整理したものの中には、都区双方が担 うべき事務など、
一部考え

方の一致した事務が 36項 目含まれている。

７
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①これにより、平成 19年 度に検討したものも含め、事務配分の検討の方

向付けを行うに至っていない事務は、 158項 目となった。

①事務配分の検討に際し、都は、都区の事務配分の検討と特別区の区域の

あり方の検討はセットで検討すべきであるとし、 「都の評価は、特別区
が人口50万 人以上の規模となつた場合を想定した評価である。ただし、
これをもつて移管の前提条件とするものではない。」とした。

①これに対し、区は、事務配分の検討は、もともと区域のあり方を前提と

するものではなく、事務配分の検討の結果として区域のあり方の検討が

必要になる場合がありうるとしても、あらかじめ一定規模への再編を想

定した議論はおかしいとの考えを示した。

①第 6回 都区のあり方検討委員会において、「検討対象とした444項 目の

事務について、基本的な方向付けを行 うべく、引き続き検討を行う。そ
の際、平成 21年 度中に国会に提出される予定になっている新分権一括

法案の動きを踏まえる。また、具体化を行 うための実務レベルの検討体

制を検討する。」こととされた。             ・

③平成 21年 度

① 「法令に基づく事務」について、 49項 目 (平成 19年 の第 7回 。第 8

回幹事会で検討し、保留となっていた 「上水道の設置 ・管理に関する事

務」および 「公共下水道の設置 ・管理に関する事務」の 2項 目を含む。)

を具体的に検討した。

①このうち、事務処理特例制度により既に区が実施している事務が 1項 目

あったため、検討対象外とした。

①検討の結果、「区へ移管する方向で検討する事務」 3項 目、「都に残す方

向で検討する事務」22項 目、「移管の是非を引き続き検討する事務」 2

3項 目と整理した。なお、「移管の是非を引き続き検討する事務」と整理

したものの中には、都区双方が担 うべき事務など、一部考え方の一致し

た事務が4項 目含まれている。

①これにより、「法令に基づく事務」336項 目のうち、「固定資産税、市町

村民税法人分、特別土地保有税、都市計画税及び事業所税の賦課徴収に

関する事務(地方税法)」1項 目を除いた 335項 目について、検討の方向

付けが終了した。

① 「任意共管事務」の検討にあたり、区に移管する方向のほかに、都区の

役割分担で実施すべき事務が多く存在することが見込まれることから、

０
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「基本的方向」とりまとめの選択肢を、 「区へ移管する方向で検討する

事務」 「都に残す方向で検討する事務」 「都区の役割を見直す方向で検

討する事務」 「都区の役割の見直しの是非を引き続き検討する事務」の

4つ に変更することとした。

① 「任意共管事務」の検討対象 108項 目のうち、 6項 目を具体的に検討

し、 「都に残す方向で検討する事務」 1項 目、 「都区の役割の見直しの

是非を引き続き検討する事務」 5項 目と整理した。

①これらにより、平成 21年 度の検討までの段階で、事務配分の検討の方

向付けを行 うに至っていない事務は、 103項 目となった。

①具体化を行 うための実務レベルの検討体制については、 「任意共管事務」
の多くが検討未了であることから、具体的な検討は行わなかった。

①第 7回 都区のあり方検討委員会において、 「検討対象とした 444項 目

の事務について、基本的な方向付けを行うべく、引き続き検討を行う。

また、具体化を行うための実務レベルの検討体制を検討する。検討にあ

たっては、地方分権改革に係る動向を踏まえる。」こととされた。

(2)平 成 22年 度の検討状況

① 「任意共管事務」について、 102項 目を具体的に検討した。

oこのうち、事業が終了した事務など、検討の対象とならない事務が9項
目あつたため、検討対象外とした。

①検討の結果、 「都に残す方向で検討する事務」 61項 目、 「都区の役割

の見直しの是非を引き続き検討する事務」 32項 目と整理した。

① 「任意共管事務」の検討にあたり、 「基本的方向」とりまとめの選択肢

を3つ から4つ に変更 (「移管の是非を引き続き検討する事務」を、 「都

区の役害Jを見直す方向で検討する事務」と 「都区の役割の見直しの是非

を引き続き検討する事務」に区分)し たため、既に検討が終了していた
「法令に基づく事務」のうち、 「移管の是非を引き続き検討する事務」

と整理した 94項 目について、検討の方向付けの再整理を行つた。

① 「固定資産税、市町村民税法人分、特別土地保有税、都市計画税及び事

業所税の賦課徴収に関する事務 (地方税法)」 については、 「税財政制

度のあり方」に係る課題として整理した。

①以上の結果、当初予定していた検討対象 444項 目の方向付けは終了し、
「区へ移管する方向で検討する事務」 53項 目、 「都に残す方向で検討

ｎ
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する事務」184項 目、 「都区の役害Jを見直す方向で検討する事務」3
0項目、 「都区の役割の見直しの是非を引き続き検討する事務」lol
項目、 「検討対象外の事務」 75項 目及び 「税財政制度のあり方」に係
る課題とした事務 1項 目となった。

○具体化を行 うための実務レベルの検討体制の検討には至らなかった。

2 特 月U区の区域のあり方について

(1)平 成 21年 度までの検討状況

① 平成 19年 度

○都が、特別区の区域のあり方に係る 「検討の視点」を示し、この視″点に
ついての議論を経て、都は、特別区の区域のあり方に関する 「論点メモ」
を示し、一方、区も特別区の区域のあり方に関する 「参考論点」を示し、
今後、都区双方から出された論点等を踏まえ、さらに議論を進めること
とした。

② 平成 20年 度

①都は、「再編を含む区域のあり方について、議論が必要である」という都
区の合意に基づいて、真摯に議論する必要があると主張し、「論点メモ」
や、「参考論点」についての都の考え方や区に対する質問などを整理した
「検討の素材」等を提示するとともに、区民の日常生活圏の拡大状況、
諸外国の大都市制度との比較、民間研究機関等が提言している区域再編
案とその再編案に基づくシミュレーションを提示し、最近の地方自治を
巡る動きなどに関する資料も提示した。

①一方、区は、都からの質問に対し、区域の再編の問題は、それぞれの区
や地域のあり方に係わるものであり、 23区 が統一的な見解を持ちうる

性格の問題ではなく、今回の都区のあり方検討を通じて、都区の役割分
担のあり方を整理した上で、それぞれの区が基礎自治体としての自らの

あり方を構築する中で主体的に判断するものであるとの考えを示した。

①議論の中で、将来の都制度や東京の自治のあり方を明らかにしていくこ

とが重要であり、学識経験者も含め、都と区市町村共同で調査研究する
ことが必要であるとの認識が、都区双方から示された。

①第 6回都区のあり方検討委員会において、「特別区の区域のあり方につい

ては、引き続きの課題とするが、当面、都区のあり方検討とは別に、将

来の都制度や東京の自治のあり方について、学識経験者を交えた、都と

ｎ
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区市町村共同の調査研究の場を設けることとし、その結果を待って、必
要に応じ議論する。」こととされた。

③平成 21年 度

①都から、分権改革関連の動き等に関する資料が提示され、また、都が行
った都と区の制度的変遷に関する調査研究の内容 (特別区の区域の沿革
について)の 紹介があった。なお、平成 20年 度の合意に基づき、将来
の都制度や東京の自治のあり方に関する都と区市町村共同の調査研究に
ついて、平成 21年 11月 に 「東京の自治のあり方研究会」カミ設置され
た。

①第 7回都区のあり方検討委員会において、「特別区の区域のあり方につい

ては、引き続きの課題であり、『東京の自治のあり方研究会』の結果を待
って、必要に応じ議論する。」こととされた。

(2)平 成 22年 度の検討状況

①都から、都区制度 ・分権改革関連の動き等に関する資料が提示され、意

見交換を行つた。また、「東京の自治のあり方研究会」の報告があった。

3 税 財政制度について

(1)平 成 21年 度までの検討状況

①平成 20年 度

○区は、税財政制度に関する論点を示したが、具体的な議論には至らず、

第 6回都区のあり方検討委員会において、「今後の検討課題の議論の推移
を踏まえて整理する。」こととされた。

②平成 21年 度

○具体的な議論を行 う状況に至らず、第 7回都区のあり方検討委員会にお
いて、「今後の検討課題の議論の推移を踏まえて整理する。」こととされ

た。

(2)平 成 22年 度の検討状況

①具体的な議論を行 う状況に至らなかった。

4 そ の他

①第 25回 幹事会において、区から 「都が所管する児童相談所と区が所管



する子ども家庭支援センターの連携不足等から、あってはならない事故
が発生しており、児童相談所のあり方について一亥Jも早く検討に入る必

要がある」との提案があった。これに対し都は、第 28回 幹事会におい

て 「児童相談所の問題については、緊急を要するということで、できる
だけ早く検討体制等について都区間で協議して、実務的な課題の整理か

ら始めていきたい」との考えを示した。

つ

乙



『東京の自治のあり方研究会」設置期間の延長について

(実)東 京の自治のあり方研究会の設置期間を当面平成24隼3月31日まで軍長する。

≪参考》

東京の自治のあ'j方研究会」設置要網 廻

東京の自治のあり方研究会設置要細

平成21年 9月 4日  東  京  都

平成21年 8月  7日  特 別区長会

平成21年 8月 25日  東 京都市長会

平成21年 7月 28日  東 京都町村会

(趣旨)

第 1 将 来の都制度や東京の自治のあり方について、都 と区市町村共同の調査研究を行うた

め、東京の自治のあり方研究会 (以下 「研究会」という。)を設置する。

(設置期問)

第 2 研 究会の設置期間生、_第■回研究会開催の日から2年間とする。ただし、東京都、特別

区長会、東京都市長会及び東京都町村会 (以下 「4団倒 という。)の 長は、協議に
より期間

を延長又は短縮するこそ_が■ま盗ュ

<学 識経験者 (7名 )>

牛山 久 仁彦 (明治大学政治経済学部教授)、大形 覚 (首都大学東京大学院社会科学研劣機舞弱、

金井 利 之 (東京大学大学院法学政治学研午科教授)、神宿 丁 彦 (立教大学法学部教授)、

辻 琢 也 (座長ヽ
一橋大学大学院法学研究科教授)、土居 丈 朗 (慶應義塾大学経済学部教授)、

沼尾 波 子 (日本大学経済学部教授)

<行 政実務者 (10名 )>

【都】 総 務局行政部長(副座長)、総務局区市町村制度担当部長、総務局多摩島しよ振興担当部長、

知事本局自治制度改革推進担当部長

【区】 江 戸川区経営企画部長 (監事)、特別区長会事務局次長

【市】 八 王子市総合政策部長、昭島市企画部長

【町村】瑞穂町企画部長、東京都町村会事務局長

第1回 (H21.11.5) 東 京を取り巻く状況について①(総論)

第2回 (H22.2.3) 東 京を取り巻く状況について②(社会状況及び行政需要の変化)

第3回 lH22.5。19) 東 京を取り巻く状況について③(社会状況及び行政需要の変化)

第4回 (H22.7.27) 東 京を取り巻く状況について④(社会状況及び行政需要の変化のまとめ)

第5回 (I122.10,21) 東京を取り巻く状況について⑤(財政面及び職員数務 めた行政体制の分析)

つ
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